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化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金交付等要綱 

 

令和４年１０月１４日決裁 

 令和５年３月２７日一部改正 

 

（目的） 

第１条 肥料原料の輸入価格の高騰に伴い、化学肥料の価格が高騰し、農業者の  

経営を圧迫していることから、化学肥料使用量を低減する栽培体系への転換に

必要な機械等の購入に対して、県は予算の範囲内で化学肥料低減経営強化緊急

対策事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則   

（昭和40年埼玉県規則第15号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱に定めるところによる。 

 

（事業内容等） 

第２条 本事業の事業内容、事業実施主体、補助対象経費、補助率及び成果目標

については別表に定めるとおりとする。 

    

（事業の目標年度） 

第３条 本事業の目標年度は、事業実施の翌々年度とする。ただし、令和４年度

事業で年度内に終了しなかったものの目標年度については、令和７年度と

することができる。 

 

（交付申請） 

第４条 規則第４条第１項に規定する申請書は、様式第１号のとおりとする。 

２ 前項の申請書の提出期限は、別途知事が定めるものとする。 

３ 申請書の提出に当たり、各事業実施主体において当該補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方

消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入

れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25

年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率

を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）がある場合

は、これを減額して申請しなければならない。 

  ただし、申請時において、消費税等仕入控除税額が明らかでない場合は、この

限りではない。 

 

（添付書類の省略） 

第５条 前条の申請において、規則第４条第２項第１号から４号までに掲げる
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事項に係る書類の添付は要しない。 

 

（交付決定の通知） 

第６条 知事は、補助金の申請があったときは、規則第５条に基づき交付決定を

行う。 

２ 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（事業の着手） 

第７条 事業の着手は、原則として補助金交付決定に基づき行うものとする。た

だし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得な

い事情によると知事が認める場合は、交付決定前に着手することができるもの

とする。 

２ 前項ただし書の場合、事業実施主体は、交付決定までのあらゆる損失等は事

業実施主体が負担するものと了知の上、あらかじめ様式第３号による交付決定

前着手届を知事に提出するものとする。 

 

（計画変更等の様式） 

第８条 事業実施主体は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ様

式第４号による変更（中止・廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受け

なければならない。 

 一 事業実施主体を変更しようとする場合 

 二 事業費の増額又は２０パーセント以上の減額を伴う変更をしようとする

場合 

 三 補助金額の増額又は２０パーセント以上の減額を伴う変更をしようとす

る場合 

 四 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

 五 設定した目標を変更しようとする場合 

 六 導入する機械等の種類や規格、台数等を変更しようとする場合 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更

し、又は条件を付することができる。 

 

（軽微な変更） 

第９条 規則第６条第１項第１号に規定する知事が定める軽微な変更は、第８  

条第１項の規定により知事の承認が必要となる変更以外の変更とする。 

 

（実績報告） 

第１０条 規則第１３条の報告書の様式は、様式第５号のとおりとする。 

２ 前項の報告書は、原則として補助事業の完了後３０日以内、又は、当該年度
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の２月末までのいずれか早い日を期限として、農林振興センターを経由して知

事に提出するものとする。 

３ 第１項の報告書を提出するに当たって、第４条第３項ただし書に該当した

事業実施主体において消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、これ

を補助金額から減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定通知） 

第１１条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知書は、様式第６号

により行うものとする。 

２ 規則第１４条の補助金の額の確定をするに当たっては、前条の規定によ  

る報告書の提出を受けた機関による当該報告書等の書類の審査及び必要に  

応じて行う現地調査等の結果に基づき行うものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１２条 補助金は、前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定し

た後に支払うものとする。ただし、知事が必要と認める場合には、概算払をする

ことができるものとする。 

２ 事業実施主体は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、

様式第７号による請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定の取消） 

第１３条 知事は、事業実施主体が、次の各号のいずれかに該当した場合は、補

助金の交付を取り消すことができる。 

 一 事業実施主体が、不正の手段により補助金の交付を受けたとき 

 二 事業実施主体が、補助金を他の用途に使用したとき 

 三 その他この要綱の規定及び補助金交付の条件に違反する行為があったと

き 

 

（補助金の返還） 

第１４条 知事は、次の各号のいずれかに該当した場合は、期限を定めて、その

返還を命ずるものとする。 

 一 前条の規定より補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金が

交付されているとき 

 二 第１１条に基づき確定した交付額を上回る補助金が、既に交付されてい

るとき 

２ 補助事業完了後に事業実施主体が第２条に定める要件等に違反する場合に

は、知事は期限を定めて、その返還を命ずることができるものとする。 

３ 第１０条第１項の実績報告書を提出した後に、第４条第３項ただし書に該



4 
 

当した事業実施主体において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金

に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額を様式第８号によ

り速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しな

ければならない。 

 また、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又は

ない場合であっても、その状況等について、当該交付金の額の確定のあった日の

翌年度６月１５日までに、同様式により知事に報告しなければならない。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１５条 事業実施主体は、第１３条の規定に基づく取消により、補助金の返還

を命ぜられたときは、当該命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日

数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につ

いては、既納額を控除した額）につき年１０.９５パーセントの割合で計算した

加算金を県に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、事業実

施主体の納付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、当該納

付金額は、まず当該返還を命ぜられた補助金に充てられたものとする。 

３ 事業実施主体は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなか

ったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納付額につき

年１０.９５パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならな

い。 

４ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を

命ぜられた補助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日

以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、当該納付金額を

控除した額によるものとする。 

５ 知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、事業実施主体の申請に基

づき、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

６ 事業実施主体は、前項の申請をしようとする場合には、申請の内容を記載し

た申請書に当該補助金の返還を遅延させないためにとった措置及び当該補助金

の返還を困難とする理由その他参考となるべき事項を記載した書類を添えて、

知事に提出しなければならない。 

 

（事業実施状況の報告等） 

第１６条 事業実施主体は、本事業の完了翌年度から目標年度までの間、毎年度、

当該年度における事業実施状況報告を様式第９号により作成し、知事に報告す

るものとする。 

２ 前項の定めのほか、補助事業の適正な執行を図るため、知事が必要があると

認めるときは、事業実施主体に対して当該補助事業の状況報告の提出を求める
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ことができる。 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第１７条 規則第１９条第２号に規定する知事が定めるものは、１件の取得価

格が２０万円以上の財産とする。 

 

（処分の制限を受ける期間） 

第１８条 規則第１９条ただし書に規定する知事が定める期間は、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）（以下「大蔵省令」

という。）に定められている耐用年数に相当する期間とする。 

２ 前項の場合において、大蔵省令に定めのない施設については、農林水産大臣

が別に定める期間とする。 

３ 事業により取得し、又は効用の増加した財産で規則に定める処分制限期間

を経過しない場合において財産を処分する場合は、知事の承認を受けるととも

に、原則として残存簿価のうち補助金相当額について、返還しなければならない。 

 

（書類の整備等） 

第１９条 事業実施主体は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳

簿を整備し、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておか

なければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会

計年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で大蔵省令及び農林

水産大臣が別に定める処分制限期間を経過しない場合においては、様式第１０

号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。 

 

（暴力団排除に関する誓約）   

第２０条 事業実施主体は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について

補助金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれ

に同意したものとする。 

 

（書類の経由） 

第２１条 事業実施主体の長が規則及びこの要綱に基づき知事に提出する書類

の提出部数は、正副２部とし、所在地を所管する農林振興センターの長を経由し

なければならない。 

 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知
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事が別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年１０月１４日から施行する。 

この要綱は、令和５年 ３月２７日から施行する。 
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別表（第２条関係） 

事業内容 化学肥料の使用量低減につながる農業用機械等の購入 

事業実施主体 埼玉県内に所在し、県内で主たる農業生産販売活動を行っ

ている以下の組合、法人及び団体 

１ 農業協同組合 

２ 農業法人 

３ ５戸以上の農業者で組織する団体 

 (代表者の定めがあり、かつ組織及び運営についての規

約の定めがある団体とする。) 

 

補助対象経費※ 化学肥料低減に資する農業用機械全般（堆肥盤などの農業

用施設を含む。） 

例：畝立同時施肥機、側条田植機などの局所施肥機、堆肥

活用のための農業用機械類（マニュアスプレッダー等）、

散布幅や散布量を調整できる肥料散布機（ブロードキャス

ターやライムソアー等）、土壌分析装置 など 

（いずれもこれらと一体で使用することが必要な機械類を

含む。） 

 

補助率 １／２以内 

（１事業実施主体あたりの補助金額の上限は５００万円と 

 する。） 

 

成果目標 化学肥料使用量の２割低減 

 

※ 補助対象経費に、事業実施主体の自社製品、自社施工に係る調達分、又は関

連事業者からの調達分（施工を含む。）がある場合、利益等の排除を行った額

を補助対象とする（利益等排除の考え方は別紙のとおりとする。）。 
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別紙 

補助事業における利益等排除の考え方について 
  
 補助事業において、補助対象経費の中に事業実施主体の自社製品の調達又は

関連会社からの調達分がある場合、補助対象事業の実績額の中に事業実施主体

の利益等相当分が含まれることは、補助事業の目的上ふさわしくないため、以下

のとおり利益等相当分の排除を行うものとする。 
 
１ 事業実施主体の自社内から調達を行う場合 

 調達金額の多寡にかかわらず、次のとおり利益排除が行われていること。 

 (1) 経費の計上には、製造原価又は仕入原価を用いる。事業実施主体におい

て、原価の証拠書類等が明らかにできない場合は、製造部門の責任者名によ

って、製造原価証明書を作成する。 

 (2) カタログ商品等一般に販売している商品で、製造原価又は仕入原価を示

せない正当な理由がある場合は、下記２の１００％子会社等から調達を行う

場合と同様とする。 
 
２ １００％子会社等から調達を行う場合 

 事業実施主体が、１００％子会社、孫会社等又は親会社から調達を行う場合の

金額は利益を排除した額で計上されていること。なお、利益排除を行う方法につ

いては３の留意事項(1)を原則とし、３(1)が採用できない場合は３(2)、３(2)が

採用できない場合は３(3)を適用する。 
 
３ 留意事項 

 (1) 期間中の変更について 

   期間中に出資比率が変動して、新たに１００％子会社等となった場合又

は１００％子会社等ではなくなった場合、出資比率変更日以降から、計上方

法を変更する。 

 (2) 一般競争入札による調達の場合 

   １００％子会社等を含まない２者以上の応札の結果、１００％子会社等

が落札した場合は、利益排除は不要である。 

 (3) 一般競争入札以外の方法による調達の場合 

  ア 相見積もりをとらない場合 

       利益相当分を排除した額を計上するとともに、相見積もりをとらない

理由を明確にし、価格の妥当性について説明が必要である。 

  イ 相見積もりをとったが、その結果よりも子会社等からの調達価格が下

回る場合 

    １００％子会社等を含まない２者以上の相見積もりを他にとった場合、 

   １００％子会社等の調達価格が他の価格を下回った場合は、利益排除は

不要である。 
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 様式第１号（第４条関係） 

  

化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金交付申請書 

 

                            番     号 

                            年  月  日 

 

 埼玉県知事 あて 

 

 

                       所在地 

             事業実施主体名 

           代表者氏名             

 

 

 化学肥料低減経営強化緊急対策事業を実施したいので、補助金等の交付手続

等に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額 金    円 

 

２ 補助事業の内容 

  様式第１号別紙のとおり 

 

３ 経費の配分 

総事業費 

 

経費内訳 備考 

県補助金 自己資金 その他 

円 円 円 円  

（注）備考欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した
金額○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない
場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

４ 収支予算 

（１）収入の部 
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区分 本年度予算額 

円 

前年度予算額 

円 

比較増減額 備考 

増 減 

県補助金 

 

自己資金 

 

その他 

(借入等) 

 

 

     

 

（２）支出の部 

本年度予算額 

円 

前年度予算額 

円 

比較増減額 備考 

増 減 

 

 

    

 

５ 事業完了予定年月日 

     年  月  日 

 

６ 添付資料 

（１）事業実施計画書（様式第１号別紙） 

（２）その他必要となる資料 
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（様式第１号別紙） 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業実施計画書（実績報告書別紙） 

 

                                      事業実施主体名：            

１．実施主体の経営概要（作目、面積、主要機械等） 

 

 

２．事業計画 

(1) 事業の目的及び実施方法 

 

 

 

※本事業を実施する目的及び化学肥料使用量の低減を図るための具体的な方法について記載する。 
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(2) 事業内容等（化学肥料の使用量２割低減に資する機械等の購入） 

対象 

作物 

面積 

(ha) 

生産量 

(t) 

販売額 

(千円) 

機械等名 規格･形式･ 

能力等 

台

数 

同種の機械等

の保有状況 

機械購入費 

(税込)(円) 

負担区分(円) 備考 

県費 その他 

 

 

           

        

（小計）            

 

 

           

        

（小計）            

（合計）            

※「生産量」「販売額」の欄は、原則として昨年度の実績値を記入する。 

※「負担区分」のうち「その他」の欄は自己資金及び借入について記入する。また、借入がある場合は、「備考」欄に利用する融資名及び借入額 

  を記入する。 

 

(3)事業着手（予定）年月日 

 

(4)事業完了（予定）年月日 
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(5)化学肥料使用量低減計画（目標：化学肥料使用量の２割低減） 

 

対象 

作物 

 

 

取組内容 年度別の化学肥料使用量低減計画（実績） 低減

目標 

(%) 

低減

実績 

(%) 

事業実施前年度 

(令和 年度) 

事業実施年度 

（令和 年度） 

事業実施翌年度 

（令和 年度） 

事業目標年度 

（令和 年度） 

面積 

(ha) 

化学肥料

使用量

(成分: ) 

(kg/10a) 

面積 
(ha) 

化学肥料

使用量

(成分: ) 

(kg/10a) 

使用(予定)

肥料の名称

及び使用量

(t) 

面積 
(ha) 

化学肥料

使用量

(成分: ) 

(kg/10a) 

使用(予定)

肥料の名称

及び使用量

(t) 

面積 
(ha) 

化学肥料

使用量

(成分: ) 

(kg/10a) 

使用(予定)

肥料の名称

及び使用量

(t) 

  

 

 

              

 

 

              

合 計              

 

※注１）事業実施主体が農業協同組合の場合は、導入した機械等を使用予定の農業者全体について記載する。 

 注２）毎年度の化学肥料使用量の算出根拠となる資料(データ等)を添付すること。 

 注３）化学肥料使用量の成分は原則として窒素(Ｎ)量とする。ただし、主な低減成分が異なる場合は、その成分の元素記号を明記する。 

 注４）実績報告時における事業実施年度（令和４年度）の欄は、実績値を記載する。 

 注５）低減目標の欄は、事業目標年度の化学肥料使用量（計画）の、事業実施前に対する低減割合を記載する。 

 注６）低減実績の欄は、実績報告時における化学肥料使用量の、事業実施前に対する低減割合を記載する。 

 注７）使用（予定）肥料の名称及び使用量は、化学肥料以外も含め使用する肥料について全て記載する。 

  注８）令和４年度事業実施の場合、事業実施前年度は令和３年度、事業実施年度は令和４年度、事業実施翌年度は令和５年度、事業目標年度は 

    令和６年度とする。ただし、令和４年度内に終了しなかったことにより、事業の目標年度を令和７年度とする場合は、事業実施翌々年度 
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   （令和６年度）を事業実施翌年度の右に追記する。 

 注９）令和５年度事業実施の場合、事業実施前年度は令和４年度、事業実施年度は令和５年度、事業実施翌年度は令和６年度、事業目標年度は 

    令和７年度とする。 

 

３．化学肥料低減等に有益な「ＧＡＰ」の取組の実施について 
  

  □ ＧＡＰ認証等取得済（        ） ※取得済の種類を記載してください。 
 
   □ ＧＡＰの取組を実施しています（する予定）。   
   （どちらかの □チェック欄に✓を入れてください） 

 

４．添付資料（事業実施計画書） 

(1) 導入する機械等の規模決定根拠 

(2) 参考見積書 

(3) 資金調達計画 

(4) 機械等の仕様がわかる資料(カタログ等) 

    ※堆肥盤等の施設の場合は平面図、立面図、設計図 

(5) 事業実施位置図 

(6) 機械及び格納庫の位置図 

(7) 機械等の管理運営規定(案) 

(8) 定款・規約の写し 

(9) 法人・組合・団体の構成員名簿(氏名・住所・品目・面積など) 

(10) 消費税課税事業者届出書 

(11) その他知事が必要と認める資料 
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様式第２号（第６条関係） 

 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金交付決定通知書 

 

          

番     号    

年  月  日 

 

（事業実施主体）代表者氏名  様 

 

 

                            埼玉県知事       

 

 

令和 年 月 日付け  第  号で申請のあった化学肥料低減経営強化緊

急対策事業費補助金については、下記のとおり交付する。 

 

記 

 

１ 交付決定額 金        円 

 

２ 支払方法 

原則として精算払とする。ただし、知事が必要と認める場合には、概算払と

することができる。 

 

３ 事業実施主体の責務 

  事業実施主体は、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40年埼玉県規則

第15号）の他、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法

律第179号）、同法施行令（昭和30年政令第255号）に従わなければならない。 

 

４ 交付の条件 

（１）事業実施主体は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、知事

の承認を受けなければならない。 

（２）事業実施主体は、要綱第８条第１項に掲げる重要な変更に該当する場合

は、知事の承認を受けなければならない。 

（３）事業実施主体は、補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は補助

事業等の遂行が困難となったときは、速やかに知事に報告し、その指示を受

けなければならない。 
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（４）県の付した条件に違反した場合は、補助金の全部又は一部を返還させるこ

とがある。 

（５）事業実施主体は、実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消

費税等仕入相当額があり、かつ、その総額が明らかな場合には、これを補助

金額から減額して報告しなければならない。 

（６）事業実施主体は、実績報告書を提出後に消費税及び地方消費税の申告によ

り各事業実施主体の当該補助金に係る消費税等仕入相当額が確定した場合

には、その金額を速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受け

てこれを返還しなければならない。 

（７）事業実施主体は補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする

場合は、一般の競争に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、

一般の競争に付することが困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、

又は随意契約をすることができる。 

（８）事業実施主体は、この補助金に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を

備え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を補助事業の完了の日

の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 なお、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳及び調書のうち、

電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは電磁的記録によるこ

とができる。 

（９）事業実施主体は、補助事業により取得し、又は効用増加した財産について

は、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金の交付の目的に従って、効率的な運営を図らなければならな

い。 

（１０）事業実施主体は、前号の財産のうち１件当たりの取得価格が２０万円以

上の財産について、減価償却財産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省

令第15号。以下「大蔵省令」という。）に定められている財産については、

大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間（ただし、大蔵省令に定

めのない財産については、知事が別に定める期間）内においては、知事の承

認を受けないで補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付し

又は担保に供してはならない。 

（１１）事業実施主体が前号により知事の承認を得て財産を処分したことによ

り収入のあったときは、当該収入の全部又は一部を県に納付させることが

ある。 
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様式第３号（第７条関係） 
 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業交付決定前着手届 
 

番   号  
年 月 日  

 

埼玉県知事 あて 

 

 

                     所在地 

 事業実施主体名 

 代表者氏名             

 
 
 化学肥料低減経営強化緊急対策事業実施計画に基づく別添事業について、下

記条件を了承の上、補助金交付決定前に着手したいので届け出ます。 
 

記 
 

１ 交付決定前に着手する理由 

 
 
 
２ 着手条件 
（１） 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施

した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担する

こと。 
（２） 補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合において

も、異議がないこと。 
（３）  当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内において

は、計画変更は行わないこと。 
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様式第４号（第８条関係） 

 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 

                           番     号 

                           年  月  日 

 

 埼玉県知事 あて 

 

 

                                 所在地 

 事業実施主体名 

                              代表者氏名 

             

 

 令和 年 月 日付け  第  号で補助金交付決定があった事業について、

下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、化学肥料低減経営強化緊急対策事

業費補助金交付等要綱第８条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更（中止・廃止）の理由及び内容 

 

 

（注）１ 変更の場合にあっては、様式第１号別紙に準じるものとし、変更部分を二段 

     書きにし、変更前を上段に括弧書きで記載すること。 

           ２ 添付書類については、交付申請書に添付したものに変更があった場合につい 

          てのみ添付すること。 
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様式第５号（第１０条関係） 

 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業実績報告書 

 

                           番     号 

                           年  月  日 

 

 埼玉県知事 あて 

 

 

                                 所在地 

 事業実施主体名 

                                        代表者氏名 

 

 

 令和 年 月 日付け  第   号により交付決定の通知があった事業が

完了したので、補助金等の交付手続等に関する規則第１３条の規定により関係

書類を添えて下記のとおり報告します。 

 

記 

１ 経費の配分 

総事業費 

 

経費内訳 備考 

県補助金 自己資金 その他 

円 円 円 円  

（注）備考欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した
金額○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない
場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

２ 収支精算 

（１）収入の部 

区分 本年度精算額 

円 

本年度予算額 

円 

比較増減額 備考 

増 減 

県補助金 

 

自己資金 
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その他 

(借入等) 

 

 

 

（２）支出の部 

本年度精算額 

円 

本年度予算額 

円 

比較増減額 備考 

増 減 

 

 

    

 

３ 事業完了年月日 

     年  月  日 

 

４ 添付資料 

（１）実績報告書別紙（様式第１号別紙）、各事業費の根拠となる支払経費の内

訳を記載した資料、帳簿の写し又は補助金調書の写し、購入した機械等の

入札等に関する資料（仕様書、見積書、納品書、領収書等の写しなど）、

財産管理台帳（様式第１０号） 

（２）その他必要となる資料 

 

 

（注） 交付申請書又は変更承認申請書に添付したものに変更があったものについて

は、必要書類を添付すること。 
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様式第６号（第１１条関係） 

 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金交付確定通知書 

 

                            番     号 

                            年  月  日 

 

 （事業実施主体）代表者氏名 様 

 

 

                           埼玉県知事 

 

 

 令和 年 月 日付け  第   号で補助金の交付決定の通知をした化学

肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金については、令和 年 月 日付け  

第   号をもって提出のあった実績報告書等に基づき、金     

円に確定したので、補助金等の交付手続等に関する規則第１４条の規定により

通知する。 
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様式第７号（第１２条関係） 

 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金(概算払)請求書 

 

                            番     号 

                            年  月  日 

 

 埼玉県知事 あて 

 

 

                                 所在地 

事業実施主体名 

                              代表者氏名 

 

            

 化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金について、化学肥料低減経営強

化緊急対策事業費補助金交付等要綱第１２条の規定により、下記のとおり請求

します。 

 

記 

 

 １ 請求額        円 

 

 ２ 理 由（概算払の場合） 

 

 ３ 添付資料 

 （１）原則３者以上の相見積書、契約書、通帳写し 

 （２）その他必要となる資料 

 

 

（債権者未登録の場合、以下を記載） 

取引口座 

○○銀行○○支店 

口座名義人 (カナ)○○○○  

普通 ○○○○○○ 

  

  債権者コード： 

 債 権 者 名： 
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様式第８号（第１４条関係） 
 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金  

消費税等仕入控除税額報告書 

 

                            番     号 

                            年  月  日 

 

 埼玉県知事 あて 

 

 

                         所在地 

    事業実施主体名 

    代表者氏名             

 

 

 令和 年 月 日付け   第   号により交付決定の通知があった事業

について、化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金交付等要綱第１４条第

３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 
 
１ 補助金等の交付手続等に関する規則第１４条に基づく補助金の額の確定額 

  （令和 年 月 日付け   第   号による確定通知額） 

                       金          円 

２ 補助金の確定時に減額した消費税等仕入控除税額 

                       金          円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入控除税額 

                       金          円 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

                       金          円 

 
（注１）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（補助事業に要した経費

に係る消費税及び地方消費税相当額の全額について、補助金相当額を補助金
の額から減額する場合は、（３）の資料を除き添付不要。） 
なお、事業実施主体が法人格を有しない組合員等の場合は、全ての構成員分
を添付すること。 

    （１）消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの） 
    （２）付表２｢課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表｣の写し 
    （３）３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確

認できる資料も併せて提出すること） 
    （４）事業実施主体が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合、同

項に規定する特定収入の割合を確認できる資料 
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５ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状
況を記載 

   
 
   
 
（注２）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定

時期も記載すること。 
 

 

６ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載 
   
 
   
 

 

（注３）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 
     なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添 

付すること。 
（１）免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事

業者の場合は、所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）
及び損益計算書等、売上高を確認できる資料 

（２）新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業
年度、事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明で
きる書類等、免税事業者であることを確認できる資料 

（３）簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、交付事業実施年度における
消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

（４）事業実施主体が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合、同項
に規定する特定収入の割合を確認できる資料 

 
 

（注４）添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部 
    分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済の資料の名 
    称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載するこ 
    ととする。 
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様式第９号（第１６条関係） 

 

化学肥料低減経営強化緊急対策事業の事業実施状況報告書（    年度） 

 

                           番     号 

                           年  月  日 

 

 埼玉県知事 あて 

 

                                 所在地 

 事業実施主体名 

                              代表者氏名 

 

            

 

 令和 年度において化学肥料低減経営強化緊急対策事業を実施したので、化

学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金交付等要綱第１６条に基づき、関係

書類を添えて報告します。 

 

記 

 

 様式第９号別紙のとおり 
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（様式第９号 別紙） 
 

 報告年度：令和  年度 

対象 

作物 

 

 

取組内容 実 績・成 果 低減

目標 

(%) 

低減

実績 

(%) 
事業実施前 

(令和 年度) 

令和 年度実績 

 

令和 年度実績 令和 年度実績 

 

面積 

(ha) 

化学肥料

使用量 

(成分: )  

(kg/10a) 

面積 

(ha) 

化学肥料

使用量

(成分: ) 

(kg/10a) 

使用した肥料

の名称及び 

使用量(t) 

     

面積 

(ha) 

化学肥料

使用量 

(成分: )  

(kg/10a) 

使用した肥料

の名称及び 

使用量(t) 

面積 

(ha) 

化学肥料

使用量 

(成分: ) 

(kg/10a) 

使用した肥料

の名称及び 

使用量(t) 

 

 

 

              

 

 

              

※注１）事業実施主体が農業協同組合の場合は、導入した機械等を使用した農業者全体について記載する。 

 注２）成果の算出根拠となる資料(データ等)を添付すること。 

 注３）化学肥料使用量の成分は原則として窒素(Ｎ)量とする。ただし、主な低減成分が異なる場合は、その成分の元素記号を明記する。 

 注４）低減目標の欄は、計画時に策定した目標値を記載する。 

 注５）低減実績の欄は、報告年度における化学肥料使用量の、事業実施前に対する低減割合を記載する。 

 注６）使用（予定）肥料の名称及び使用量は、化学肥料以外も含め使用する肥料について全て記載する。 

  注７）令和４年度事業実施の場合、事業実施前年度は令和３年度、事業実施年度は令和４年度、事業実施翌年度は令和５年度、事業目標 

    年度は令和６年度とする。ただし、令和４年度内に終了しなかったことにより、事業の目標年度を令和７年度とする場合は、事業 

    実施翌々年度（令和６年度）を事業実施翌年度の右に追記する。 

 注８）令和５年度事業実施の場合、事業実施前年度は令和４年度、事業実施年度は令和５年度、事業実施翌年度は令和６年度、事業目標 

    年度は令和７年度とする。



様式第１０号（第１９条関係）

事業実施主体名

円 円 円 円

（注） １　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。

２　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け等別に記入すること。

３　備考欄には、譲渡先、貸付先、抵当権の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。

４　この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の様式をもって代えることができる。

事業の内容

数
量

財　　　産　　　管　　　理　　　台　　　帳

合　　計

県　費 自己資金

耐用
年数

処分制限
年月日

機械等の名称及び規格等

処分の状況処分制限期間

承認年月日 処分の内容設置場所
その他

取得価格

補助金名 化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金

経費の区分

事業実施年度 令和  年度

番
号

負担区分取得年月日
(竣工年月日)

備考
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別紙（第２０条関係） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

  

 当事業実施主体は、化学肥料低減経営強化緊急対策事業費補助金の交付の申

請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記

のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓

約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立

てません。 

 

記 

  

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条

例（平成 23 年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以

下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し

ている者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。）であるとき。   

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると

き。   

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

しているとき。   

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非

難されるべき関係を有しているとき。  

 

 

 

     所在地：                                                 

  

 

      事業実施主体名：                                            

 

 

      代表者職・氏名：                                            

 

 


